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を代表するものではありません。

エグゼクティブ・サマリー

我々ＣＩＡフォーラム研究会№ｚ８（以
下、当研究会）は、2020年から企業文化（本
報告書では、企業文化をカルチャーと表現す
ることもあり、両者を同義として併用してい
る）に対する監査手法の研究に取り組んでい

る。過去には、企業文化監査への内部監査部
門の取り組みに関するアンケート等を実施し
たり（結果は『月刊監査研究』2022年７月号
に掲載）、内部監査人協会（ＩＩＡ）から公
表された専門職的実施の国際フレームワーク
（ＩＰＰＦ）プラクティス・ガイド「Auditing 
Culture（カルチャーの監査）」の日本語訳に
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取り組んだり（翻訳は『月刊監査研究』2022
年10月号に掲載）してきた。
本報告書はその後の活動成果として、上記

アンケート等の第２弾である2024年５月か
ら６月にかけて実施した「企業文化監査アン
ケート等の実態調査」の結果、及びTOPIX 
Core30企業の統合報告書のテキスト分析結果
をまとめたものである。アンケートについて
は、前回2021年の実施から約３年が経過し、
内部監査部門の取り組みがどのように変化し
てきているのかを知りたいという動機に基づ
いている。一方で、統合報告書のテキスト分
析については、経営陣の考えが統合報告書に
表れているという想定のもと、内部監査部門
の企業文化監査の取り組みに影響を与えるで
あろう、経営陣の考えを知ることの必要性の
認識が出発点となっている。
これら２つの面からの取り組みにより、業

界によってばらつきがあるものの、経営陣は
カルチャーの醸成、サステナビリティへの
取り組みへの意識がますます高まっており
（〔１〕）、内部監査部門においても企業文化に
対する監査を形式的に導入する段階から、独
自の工夫により企業文化の洞察に至ろうとし
ている様子がうかがわれた（〔２〕）。当研究
会としては、今後も企業文化に対する監査を
軸に、内部監査にできることを幅広く議論し
て行きたいと考えている（〔３〕）。
以下では、アンケート結果に触れる前に、

まず、企業文化に対する経営陣の考えを知る
ための統合報告書の分析から始めたい。

〔１〕統合報告書の分析

企業経営に関する経営陣の認識を知る方法
として、企業の開示情報がある。制度開示書
類には、「有価証券報告書」「決算短信」「株主
総会招集通知（事業報告・計算書類）」「コー
ポレートガバナンス報告書」があり、また、
任意開示書類の例として「統合報告書」「サ

ステナビリティ・ＥＳＧレポート」「ＥＳＧ
データブック」などがある。そして、任意開
示としては統合報告書を発行する企業が多い
とされている（1）。
本報告書では、経営陣の企業文化に対する
意識を知る手段としてもこれらの開示書類を
活用することとした。その上で、2023年３月
期決算から有価証券報告書等においてサステ
ナビリティ情報の開示が求められるようにな
ったものの、有価証券報告書に企業文化に関
する取り組みを記載している例は少ないと考
えられるため、企業が意図的に発信しようと
する財務情報以外の情報が比較的自由に記載
されていると考えられる「統合報告書」（企
業によって名称が異なる場合があるが、本報
告書では、企業の財務情報と財務情報以外の
情報を統合して報告されている文書という意
味で一律この名称を用いることとする）を分
析対象とし、2019年版と2024年版の比較を行
った。また、東京証券取引所（以下、東証）
市場における時価総額と流動性が特に高い日
本を代表する企業で構成されていることか
ら、TOPIX Core30（2024年10月31日に４社
の変更があったことにより、新しく追加され
た４社を含めた34社）を母集団とし、その中
から業界ごとにグループ分けが可能な30社を
任意に選び対象とした（詳細については、２．
（TOPIX Core30企業の統合報告書のテキス
ト分析結果）を参照）。実際に、我々が分析
した範囲では、各社の統合報告書からは企業
文化に関する取り組みがある程度確認され、
また、2019年版と2024年版ではその変化が確
認された。

１．コロナ禍前後の経営環境の変化
2019年４月１日から2024年３月31日まで
のTOPIX Core30の株価指数は、728.96から
1,448.99と約２倍となっている。途中新型コ
ロナウイルス感染症の流行によるコロナ禍に
より一時的な落ち込みはあったものの、その
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後は上昇傾向が見られた。また、この間2023
年３月には日本取引所グループが、ＰＢＲ（株
価純資産倍率）が１倍を下回る企業に対して、
株価水準を引き上げるための具体策を開示・
実行するよう要請するなど、資本コストや株
価を意識した経営の実施を求める動きがあっ
た（2）。
上記の５年間は「失われた30年」などと言

われた時期を脱して、日本の経済が復活しつ
つある時期であり、同時に人手不足や働き手
の意識の変化（転職の活発化、ワークライフ
バランスの重視、ハラスメントへの厳しい目
など）に対応して、企業が就業環境の改善を
強めた時期とも重なっている。

２．TOPIX Core30企業の統合報告書
のテキスト分析結果
このようなコロナ禍前後の経営環境の変化

の中で、企業文化の改革、浸透に対する経営
者の意識の変化を明らかにすることを目的と
して、TOPIX Core30企業の統合報告書のテ
キスト分析を行った。
具体的には、TOPIX Core30企業を銘柄コ
ードにより、金融業、化学・製薬業、製造業、
商社、通信業、その他に分類し（図表１－１）、
それぞれの企業群における統合報告書の最新
の2024年版とコロナ禍の影響を受けていない
2019年版を比較するため、それぞれを１つの
資料として、テキスト分析を行った（注１）。
テキスト分析では、出現回数の多い「頻出語」
と、これらの単語の関連性を図表で表現した
「共起ネットワーク」を使った比較を行った。
詳細は以下に記載する。

（1）金融業（図表１－２・１－３）
金融業界において、統合報告書から企業文

化に関連する名詞を抽出して出現数を比較し
てみると、「人権」「カルチャー」「風土」の出
現数が200%を超え、顕著な増加が見られた。
また、総抽出語数で調整すると、「改革」「グロ

ーバル」「リスク」などは減少しており、相対
的に位置付けが低くなっていると考えられる。
金融業界においては、金融庁の行政方針が
大きく影響していると考えられ、特に2021年
６月のコーポレートガバナンス・コードの改
訂では、取締役会の機能発揮、企業の中核人
材の多様性の確保、サステナビリティへの取

＜�図表１―１＞TOPIX Core30（2024年に除外された
４社を含む34社）の銘柄コードによる分類規則

銘柄
コード 社名 業界

分類 備考

4063 信越化学工業

化学・
製薬業 ４社

4502 武田薬品工業
4503 アステラス製薬
4568 第一三共
6273 ＳＭＣ

製造業

14社（ただ
し、この内
１社は統合
報告書を発
行していな
いため分析
対象から外
した）。

6367 ダイキン工業
6501 日立製作所
6503 三菱電機
6594 ニデック
6758 ソニーグループ
6861 キーエンス
6954 ファナック
6981 村田製作所
7011 三菱重工業（新）
7203 トヨタ自動車
7267 本田技研工業
7741 ＨＯＹＡ
7974 任天堂
8001 伊藤忠商事

商社 ４社
8031 三井物産
8035 東京エレクトロン
8058 三菱商事
8306 三菱UFJフィナンシャル・グループ

金融業 ４社
8316 三井住友フィナンシャルグループ
8411 みずほフィナンシャルグループ
8766 東京海上ホールディングス
9432 日本電信電話

通信業 ４社
9433 ＫＤＤＩ
9434 ソフトバンク
9984 ソフトバンクグループ
914 日本たばこ産業

その他 －
3382 セブン&アイ・ホールディングス
9983 ファーストリテイリング
6098 リクルートホールディングス

（「株式会社」は省略）
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り組みが強調され、気候変動に関する情報開
示も求められた。また、ＥＳＧ投資の拡大に
より、企業文化が長期的な企業価値に与える
影響が強く意識されるようになっており、こ
うした結果につながっていると考えられる。

（2）化学・製薬業（図表１－４・１－５）
化学及び製薬業界において高付加価値及び
環境負荷の少ない次世代製品へのシフトが進
められてきた。ＡＩやビッグデータ及びデジ
タル技術の活用推進、グローバル戦略とオー

＜図表１－３＞図表１－２の共起ネットワーク図

2019年 2024年

＜図表１－２＞金融業における企業文化に関連する名詞出現数

抽出語
出現数単純比較 総抽出語数で調整※

2019年  2024年 増率  2019年  2024年 増率
価値 545 1,454 167% 834 1,454 74%

社会 517 1,230 138% 791 1,230 55%

リスク 729 1,029 41% 1,115 1,029 -8%

創造 317 536 69% 485 536 11%

環境 387 483 25% 592 483 -18%

人材 142 415 192% 217 415 91%

監査 236 319 35% 361 319 -12%

グローバル 230 278 21% 352 278 -21%

変化 197 259 31% 301 259 -14%

気候 99 218 120% 151 218 44%

変革 58 163 181% 89 163 84%

人権 10 138 1280% 15 138 802%

創出 57 128 125% 87 128 47%

カルチャー 36 109 203% 55 109 98%

改革 154 94 -39% 236 94 -60%

女性 39 81 108% 60 81 36%

バリュー 30 65 117% 46 65 42%

風土 5 52 940% 8 52 580%

理念 36 49 36% 55 49 -11%

文化 11 31 182% 17 31 84%

※比較のため、2024年の総抽出語数全体の増加に合わせ、2019年の出現数に1.53を乗じて調整
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プンイノベーションの推進等により、価値を
創造するという明確な方向性が統合報告書に
おいても示されている。
図表１－４はテキスト分析の結果から、文

化及び企業文化に関連すると考えられる名詞
及びサ変名詞を抽出し、その出現回数を比較
したものである。2024年においては2019年と
比較してすべての項目において出現回数は増
加しているが、「価値」「創造」「人材」「イノ

ベーション」は顕著な増加が見られる。また、
企業文化を連想させる「文化」「風土」「カル
チャー」も明確に増加している。
新たな価値創造を目指し、デジタル技術の
活用、グローバルに多様な人材を有機的に結
合するためにも、企業はハード面のみならず
ソフト面（企業文化を含む）にも対応してい
るものと解釈することは十分に合理的である
と考えられるのではないか。

＜図表１－５＞図表１－４の共起ネットワーク図

2019年 2024年

＜図表１－４＞化学・製薬業における企業文化に関連する名詞出現数

抽出語
出現数単純比較 総抽出語数で調整※

2019年  2024年 増率  2019年  2024年 増率
リスク 292 381 130% 456 381 84%

価値 244 890 365% 381 890 234%

グローバル 183 371 203% 285 371 130%

バリュー 154 168 109% 240 168 70%

人材 125 309 247% 195 309 158%

創出 114 175 154% 178 175 98%

変化 68 103 151% 106 103 97%

創造 65 505 777% 101 505 500%

革新 56 120 214% 87 120 138%

理念 40 97 242% 62 97 156%

イノベーション 23 165 717% 36 165 458%

文化 13 99 762% 20 99 495%

風土 9 28 311% 14 28 200%

カルチャー 0 8 － 0 8 －

※比較のため、2024年の総抽出語数全体の増加に合わせ、2019年の出現数に1.56を乗じて調整
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（3）製造業（メーカー）（図表１－６・１
－７）
メーカー全般においては、「品質」「法令」

という単語が減少しており、2019年当時は社
会的にも品質に対する関心が高い時期であっ

たことを表している。
半面2024年では、「価値」が出現数トップ
であり、「価値創造」や「価値創出」といった
単語が多くなっており、それが経営戦略の中
心であり、企業価値の向上につながっている

＜図表１－６＞製造業における企業文化に関連する名詞出現数

抽出語
出現数単純比較 総抽出語数で調整※

2019年  2024年 増率  2019年  2024年 増率
価値 669 1977 196% 1104 1977 79%

環境 1189 1666 40% 1962 1666 -15%

社会 1179 1628 38% 1945 1628 -16%

リスク 622 1170 88% 1026 1170 14%

CO2 271 547 102% 447 547 22%

サステナビリティ 89 478 437% 147 478 226%

人権 159 464 192% 262 464 77%

カーボンニュートラル 0 372 - 0 372 -

品質 484 356 -26% 799 356 -55%

気候 189 332 76% 312 332 6%

女性 162 302 86% 267 302 13%

ガス 137 262 91% 226 262 16%

炭素 123 243 98% 203 243 20%

ESG 28 197 604% 46 197 326%

ダイバー 44 151 243% 73 151 108%

法令 102 144 41% 168 144 -14%

文化 56 136 143% 92 136 47%

温室 54 109 102% 89 109 22%

エンゲージメント 19 84 342% 31 84 168%

SDGs 58 61 5% 96 61 -36%

※比較のため、2024年の総抽出語数全体の増加に合わせ、2019年の出現数に1.65を乗じて調整

＜図表１－７＞図表１－６の共起ネットワーク図

環境

社会

取り組みマネジメント

戦略

グローバル

課題

方針

品質

売上

利益

人材

基本

委員 社外

報酬

データ

パフォーマンス

技術 開発

活動

貢献

監査

報告

執行

持続

成長

関連

営業

研究

安全

可能

ガバナンス

価値

社会

環境

戦略

企業

データ

課題

委員

社外
報酬

基盤

役員

メッセージ

社長

経営

技術

開発
製品

強化

成長

実現

活動
推進

向上

執行 創造

リスク

対応

市場

拡大

貢献

監査

エネルギー

排出 削減

創出

可能 CO2

ガバナンス

関連

重要

2019年 2024年



48 月刊監査研究　2025. 9（No.622）

研究会報告

ことを示している。また、2019年でも「社会」
「環境」「貢献」という単語は多く出現してい
るが、2024年では「サステナビリティ」「カ
ーボンニュートラル」「ＥＳＧ」といった単
語が増加しており、環境に対してより具体的

な取り組みが進められていることを表してい
る。さらに、「人権」「ダイバー」「文化」「エ
ンゲージメント」といった単語も増加してお
り、カルチャーに関する関心も高くなってい
ることがうかがえる。

＜図表１－８＞商社における企業文化に関連する名詞出現数

抽出語
出現数単純比較 総抽出語数で調整※

2019年  2024年 増率  2019年  2024年 増率
価値 386 836 116% 652 836 28%

進化 61 73 17％ 103 73 -29%

変化 139 126 -7% 235 126 -46%

向上 275 670 144% 465 670 44%

変革 44 90 105% 74 90 22%

創造 106 203 92% 179 203 13%

成長 381 714 87% 644 714 11%

対話 46 95 107% 78 95 22%

環境 276 468 70% 466 468 0%

ＳＤＧs 34 23 -32% 57 23 -60%

ＥＳＧ 48 47 -2% 81 47 -42%

女性 60 162 170% 101 162 60%

人権 29 134 362% 49 134 173%

人材 198 293 48% 335 293 -13%

サステナビリティ 113 220 95% 191 220 15%

ガバナンス 5 70 1300％ 8 70 900%

文化 16 32 100% 27 32 19%

カルチャー 8 6 -25% 14 6 -57%

風土 13 18 38% 22 18 -18%

※比較のため、総抽出語数の増加に合わせ、2019年の出現数に1.69を乗じて調整

＜図表１－９＞図表１－８の共起ネットワーク図
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（4）商社（図表１－８・１－９）
商社４社の統合報告書から抽出した企業文

化に関係する単語の中で、最も多く使われた
のは、2019年、2024年ともに「価値」だった。
共起ネットワーク図で比較しても、両年とも
「事業」に「価値」を付加し「成長する」と
いう「経営」に関わる単語が、大きな円で連
なっているのが分かる。

2019年から出現回数が最も増加したのは
「ガバナンス」だった。単純比較で1,300%、
総抽出語数で調整した割合では900%の増加
となっている。統合書に表れる言葉からは、
業界全体でガバナンスを強化する方向に向か
ったことが感じられる。
一方、「文化」「カルチャー」「風土」とい
った企業文化をダイレクトに表す単語の中に

＜図表１－10＞通信業における企業文化に関連する名詞出現数

抽出語
出現数単純比較 総抽出語数で調整※

2019年 2024年 増率 2019年 2024年 増率
サステナビリティ 20 432 2060% 44 432 882%

ＥＳＧ 29 120 314% 64 120 88%

社会 258 735 185% 568 735 29%

課題 153 414 171% 337 414 23%

災害 106 74 -30% 233 74 -68%

基盤 102 401 293% 224 401 79%

気候 11 125 1036% 24 125 417%

カーボンニュートラル 0 144 ― 0 144 ―

リスク 216 804 272% 475 804 69%

セキュリティ 157 189 20% 345 189 -45%

技術 189 355 88% 416 355 -15%

価値 181 712 293% 398 712 79%

イノベーション 36 81 125% 79 81 2%

文化 8 10 25% 18 10 -43%

カルチャー 1 4 300% 2 4 82%

風土 2 19 850% 4 19 332%

※比較のため、総抽出語数の増加に合わせ、2019年の出現数に2.20を乗じて調整

＜図表１－11＞図表１－10の共起ネットワーク図
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は、2019年から語数が大幅に増えたものもあ
れば、減ったものもある。
また、「ＳＤＧｓ」「ＥＳＧ」は減少してい

るが、「サステナビリティ」は増加しており、
2024年の共起ネットワーク図には、新たに
「排出、削減、エネルギー」という単語の連
なりが出現している。
2024年の共起ネットワーク図に新たに登場

した単語の連なりとして、「人権、サプライチ
ェーン、取引」と「女性、比率」も注目され･
る。単語の出現回数（単純比較）では、「人権」
は362%、「女性」は170%といずれも大幅に増
加していることから、人権デューデリジェン
スや女性の活躍に対する関心の高さが感じら
れる。なお、統合報告書において「ダイバー
シティ」「インクルージョン」という単語は
ほとんど表現されていなかった。
それぞれの企業によって具体的な取り組み

の内容やトーンは異なると考えるが、業界全
体として、企業文化に対する関心は高まって
いると言えるのではないか。

（5）通信業（図表１－10・１－11）
通信は、災害時にも耐えられる社会インフ

ラとしての重要な役割・基盤を担っており、
公共性があることから、従前より、サステナ
ビリティやＥＳＧが意識されており、統合報
告書でもその旨の記載が見られる。
図表１－10は、2019年と2024年の統合報

告書のテキスト分析結果の抜粋であるが、「文
化」「カルチャー」「風土」の出現回数は多く
はないものの、従前から、社会課題やリスク
等に、技術力やイノベーション、セキュリテ
ィ対策の取り組み等で対処して、社会に価値
提供をするという意識・文化が醸成されてき
たことがうかがわれる。また、「サステナビリ
ティ」や「ＥＳＧ」「カーボンニュートラル」
は出現回数が大幅に増加しており、サステナ
ビリティへの取り組みが強化されていると考
えられる。

図表１－11は、2019年と2024年の共起ネ
ットワーク図であるが、2019年当時において
も、社会課題解決・社会貢献やガバナンスが
意識されていることが分かるが、2024年では、
気候変動、温室効果ガス、再生可能エネルギ
ーや、スキルマトリックス、サクセッション
プラン、取締役会実効性評価など、社会課題
解決やガバナンスの取り組みがより具体化さ
れており、単に宣言するだけでなく、実践す
るという段階に移行してきていることもうか
がわれる。
こうした中で、サステナビリティやＥＳＧ
の取り組みが文化的に定着してきていること
が推察される。

〔２〕企業文化に対する内部監査
（カルチャー監査）の状況

前回アンケートを行った３年前からの企業
文化に対する監査の状況の変化を確認するた
め、日本内部監査協会の正会員・個人会員に
企業文化に関するアンケートを実施した。
前回からの比較を行うため、基本的質問事
項は前回の内容を踏襲した。一方で、内部監
査部門の規模、企業文化監査の期間や従事者
数、監査手法である従業員アンケートの具体
的内容を問うなど、関心の高そうな質問項目
を加えた。また、事業環境の変化を踏まえ、
サステナビリティ、従業員意識調査、生成Ａ
Ｉなどの用語を選択肢に反映させた。その他、
監査結果の評価に関する追加質問、回答者で
ある内部監査部門の方々が、企業文化への会
社組織・内部監査部門の関わり、企業文化の
構成要素についてどのように考えているの
か、企業文化の監査のあり方を考える上で参
考になる質問を加えた。なお、カルチャー監
査の実施に際して参考になるガイドラインに
ついて、その認知を図る意図を持って、質問
項目に具体的に記載した。〔２〕ではこの結
果を集約することで、国内企業の内部監査部
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門における、企業文化に関する監査の実態を
報告する。
複数の会社の内部監査部門に対してインタ

ビューも実施しており、以下のアンケート結
果には適宜インタビュー結果を織り込んでい
る。ご多忙の中、アンケート及びインタビュ
ーに快くご協力いただいた皆様には心より感
謝申し上げる。

１．企業文化監査アンケート等実態
調査の概要

・実施期間：�2024年５月14日～同年６月30
日（ 前 回：2020年12月10日 ～
2021年１月31日）

・実施方法：Webによる回答
・対象：�日本内部監査協会正会員・個人会員
・回答数：�有効回答162社（メールアドレス

記載のもの）（前回：289社）
・インタビュー：９社実施（前回：９社）

２．アンケート結果
（1）企業文化監査の実施状況
Ｑ１：貴社（団体）の業種分類

＜図表２－１＞業種別回答状況

Ｑ２：貴社（団体）の従業員数（すべての雇

用形態を含む）について当てはまるものを

お選びください。

＜図表２－２＞従業員別回答状況

Ｑ３：貴社（団体）の内部監査部門の規模に

ついて当てはまるものをお選びください。

＜図表２－３＞内部監査部門の規模別のカル

チャー監査の実施状況

内部監査部門の規模別に企業文化の監査の
実施状況の割合を見ると、大規模な部門ほど
実施割合が高い傾向が見られた。特に、「51
人以上」では８割を超えており、「31人以上」
でも６割に達している。

Ｑ４：貴社（団体）は、企業文化の監査等を

実施したことがありますか？

＜図表２－４①＞企業文化監査の実施有無

9%

11%
2%

13%

17%

18%

19%

60%

51%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021年

2024年

実施したことがある、または実施中。
個別に企業文化関連のテーマで監査。
個々の監査の中で企業文化の洞察を行っている、
または年度報告等において企業文化の洞察を行っている。
実施したことがないが、今後実施または検討する予定。
実施したことがない。当面実施または検討する予定はない。

0%
2%
4%
6%
8%
10%
12%
14%
16%
18%
20%

2021年度 2024年度

金
融
・
保
険

機
械
・
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

素
材

そ
の
他
製
造
業

情
報
・
通
信
・
広
告

商
社
・
卸
売

官
公
庁
、
学
校
、
組
合
、

そ
の
他
非
製
造
業

資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

建
設
・
不
動
産

小
売

食
品

医
療
医
薬
・
バ
イ
オ

輸
送
機
器

物
流
・
運
輸

生
活

外
食
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス

24%

22%

17%

23%

33%

28%

8%

9%

17%

19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021年

2024年

a.500人未満 b.501人～1,000人 c.1,001人～5,000人

d.5,001人～10,000人 e.10,001人以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3人以下

4～10人

11人～30人

31人～50人

51人以上

実施したことがある、または実施中。
個別に企業文化関連のテーマで監査を行っている
（例：心理的安全性について）。
個々の監査の中で企業文化の洞察を行っている、
または年度報告等において企業文化の洞察を行っている。
実施したことがないが、今後実施または検討する予定。
実施したことがない。当面実施または検討する予定はない。



52 月刊監査研究　2025. 9（No.622）

研究会報告

＜企業文化の実施状況～約３割が実施、関心
は約５割に上る～＞
有効回答を得た企業のうち、約３割が企業

文化の監査を実施しており、これは前回調査
時点より約1.4倍に増加している。内訳とし
て、11％の企業が企業文化をテーマとした監
査を行い、２％が心理的安全性などの企業文
化関連テーマで監査を実施している。さらに、
17％の企業が個々の監査の中で企業文化の洞
察を行っている。加えて、19％の企業が今後
の実施を検討しており、企業文化の監査への
関心は約５割に達している（図表２－４②参
照）。
＜図表２－４②＞従業員数の規模別のカルチ

ャー監査の実施状況

従業員数別に企業文化の監査の実施状況の
割合を見ると、従業員が「10,001人以上」の
企業と「5,001人～10,000人」の企業で実施
率が５割に達している。これは、前回調査時
点ではそれぞれ１割弱と４割弱から大幅に増
加している結果となった。

Ｑ１＆Ｑ４：貴社（団体）の業種分類&企業

文化の実施状況

＜図表２－５＞業種別回答状況

企業文化監査の実施状況を業種別に見る
と、前回調査時点と比較して、「金融・保険」、
次いで「機械・エレクトロニクス」と「素材」
で、多くの企業が実施または実施を検討し
ている傾向が続いている（図表２－１）。特
に「金融・保険」で実施割合が増加しており、
「官公庁、学校、組合、その他非製造業」で
も実施状況が確認され、企業文化監査のすそ
野の広がりが見られる。
特に、金融機関における取り組みが多い
理由として、2019年６月に金融庁が公表し
た「金融機関の内部監査の高度化に向けた現
状と課題」が影響している可能性がある。こ
の文書では、金融機関が「信頼されるアドバ
イザー」となるための取り組みの一環とし
て、カルチャー監査が紹介された。その後も、
2023年及び2024年に同様の報道発表資料が
公表され、金融機関がカルチャー監査に積極
的に取り組む姿勢が維持されていると考えら
れる。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

500人未満
501人～1,000人
1,001人～5,000人
5,001人～10,000人

10,001人以上

実施したことがある、または実施中。

個別に企業文化関連のテーマで監査を行っている
（例：心理的安全性について）。

個々の監査の中で企業文化の洞察を行っている、
または年度報告等において企業文化の洞察を行っている。

実施したことがないが、今後実施または検討する予定。

実施したことがない。当面実施または検討する予定はない。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

生活

外食・飲食サービス

物流・運輸

輸送機器

食品

医療医薬・バイオ

小売

資源・エネルギー

建設・不動産

商社・卸売

官公庁、学校、組合、
その他非製造業

情報・通信・広告

その他製造業

素材

機械・エレクトロニクス

金融・保険

実施したことがある、または実施中。

個別に企業文化関連のテーマで監査を行っている
（例：心理的安全性について）。

個々の監査の中で企業文化の洞察を行っている、
または年度報告等において企業文化の洞察を行っている。

実施したことがないが、今後実施または検討する予定。

実施したことがない。当面実施または検討する予定はない。
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Ｑ５：実施または検討する予定がない理由を

お答えください（当てはまるものすべてを

選択してください）。

＜図表２－６＞企業文化の監査を実施しない

理由

残り51％の企業は、当面企業文化の監査を
実施または検討する予定がないと回答してい
る。その主な理由として、「企業文化を監査
するノウハウがない」が依然として28％を占
め、前回調査時点と比較すると、若干減少し
ている。また、「人事部門などの内部監査部門
以外の組織で企業文化の調査や評価を行って
いる」企業は、若干増加し、８％に達している。

（2）企業文化監査の経緯と目的
Ｑ８＆34＆50：企業文化の監査等を行った

（または検討の）経緯はどのようなことで

すか？

＜図表２－７＞監査の経緯

� 全体（有効回答数：77）

「内部監査部門から経営層に提案した上で
正式な監査手続として行った。」が前回より

12ポイント増加した一方、「経営層からの指
示・要請に基づき正式な監査手続として行っ
た。」は前回から９ポイント減少した。
これらの結果から、トップダウンによる企
業文化の監査が減り、内部監査部門が企業文
化の重要性に気付き主体的に企業文化の監査
を実施する事例が増えていることがうかがえ
る。
また、「その他」14%の例としては、大きく
２つの傾向が見られた。１つは周りの環境変
化やトレンドを敏感に察知した事例であり、
「会社を取り巻く諸情勢の中、今後実施する
必要があると考えた」「過去のコンプライア
ンス事例や、『月刊監査研究』等を拝読し、企
業文化の監査の必要性を感じた」といったコ
メントがあった。もう既に社内で発生した問
題事象の根本原因として企業文化を捉えてい
る事例であり、「過去に発生した不正の背景に
組織風土があったため」や「社内不正の再発
防止には、統制環境（特にTone at the Top）
が重要であり、その内部監査テーマとして『企
業文化』が挙げられると考えるため。」とい
ったコメントがあった。

＜図表２－８＞監査の経緯（テーマ監査と洞

察の比較）� （有効回答数：テーマ 18、洞察 28）

また、テーマ監査として実施した事例と
個々の監査の中で洞察を行っている事例では
経緯に明確な差が見られた。「経営層からの
指示・要請に基づき正式な監査手続として行
った。」事例は、テーマ監査では17%を占める
が、洞察では７%に過ぎず、「通常の監査プロ

35%

28%

18%

17%

18%

16%

13%

15%

2%

8%

3%

3%

1%

1%

11%

12%

2021年

2024年
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内部監査部門に企業文化を監査するノウハウがないから。
社内に企業文化の監査を受け入れる用意がないから。
経営層が企業文化の監査を必要だとは考えていないから。
企業文化が明確になっていないから。
内部監査部門以外の組織（例：人事部門）で行っているから。
企業文化が十分浸透していることがわかっているから。
企業文化の浸透が不十分なことがわかっているから。
その他自由記載

18%

9%

10%

22%

56%

52%
3%

17%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021年

2024年

a.経営層からの指示・要請に基づき正式な監査手続として行った。

b.内部監査部門から経営層に提案した上で正式な監査手続として行った。

c.通常の監査プロセスの中で企業文化の洞察に至った。

d.外部のステークホルダーからの要請により実施した。

e.その他

7%

17%

18%

56%

64%

22% 6%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

洞察

テーマ

a.経営層からの指示・要請に基づき正式な監査手続として行った。

b.内部監査部門から経営層に提案した上で正式な監査手続として行った。

c.通常の監査プロセスの中で企業文化の洞察に至った。

d.外部のステークホルダーからの要請により実施した。

e.その他
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セスの中で企業文化の洞察に至った。」事例
は、テーマ監査では22%に対し洞察では64%
を占めた。トップダウンにより企業文化の監
査を行う場合はテーマ監査として実施し、内
部監査部門が自発的に行う場合は個々の監査
の中で洞察を行う傾向があるとみられる。

内部監査部門インタビュー
社長から直接組織文化の監査を検討して欲

しいと言われた事例もあれば、社長から問題
事象の未然防止を求められ統制環境として
企業文化の重要性を認識した事例もあった。
2022年に発表した当研究会研究報告をきっか
けに検討を開始した事例も２社あったほか、
通常の監査において発見した問題の原因を突
き詰めた結果、慣習や文化に行きついたとい
う事例も複数聞かれた。

Ｑ９＆35：いつカルチャーの監査を実施しま

したか？（複数回答可）
＜図表２－９＞監査実施時期

� 全体（有効回答数：31）

2018年から2023年にかけ企業文化の監査
を実施した件数は年々増えていることが分か
った（注２）。一方、テーマ監査として実施
した場合に限ると、2022年（72%）をピーク
に2023年（56%）は実施件数が減っていた。
洞察として実施した場合は、2019年（21%）
から2023年（68%）まで増え続けていた（注
３）。

内部監査部門インタビュー
テーマ監査として実施した事例では、一度
実施したものの定量的な形で実施することが
難しく、その後は実施できていないというケ
ースが聞かれた。洞察として実施した事例で
は、会社として行っているエンゲージメント
サーベイ結果を活用しリスクスコアに反映し
ているケースが聞かれた。

Ｑ10＆36＆51：貴社で企業文化の監査等を

行う（または検討の）理由は何ですか？（当

てはまるものすべてを選択してください。）

＜図表２－10＞企業文化の監査を行う理由

� 全体（有効回答数：77）

企業文化の監査を行う理由としては前回と
同じく「会社のビジョンを実現するために、
企業文化が従業員に浸透しているかを測るた
め」がトップであったが、その回答率に大き
な変化は見られなかった。一方、「従業員への
企業文化（コンプライアンス意識等を含む）
の浸透に問題があり、その原因を探るため」
「経営改革の一環として」「経営トップが従業
員の考え方や価値観を知るため」については
前回より12～18%ほど増加しており、複数の
目的をもって企業文化の監査を行う事例が増
えていると見られる。また、今回選択肢に追
加した「サステナビリティの取り組みの一環
として」も６%ほど選択があり、サステナビ
リティのような時代の変化に応じて企業文化
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その他
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の監査に取り組んだ回答も見られた。
また、「その他」８%の例として「問題発

生の背景に組織風土や心理的安全性を保持で
きない風通しの悪い職場環境が懸念されたた
め」「サポートし合う風土があるか、部下の
提言を受け入れやすい風土があるか等を測る
ため」といったコメントがあった。

内部監査部門インタビュー
以前より理念型経営を行ってきたが時間の

経過とともに理念の浸透度が薄れてきている
のではないかと感じ企業文化の監査を提案し
た事例やトップに言えない環境を課題と捉え
企業文化の監査に取り組んだ事例が聞かれ
た。

（3）企業文化のあるべき姿
Ｑ11＆37＆52：企業文化のあるべき姿（基

準）をどこに求めましたか？（または求め

ますか。）

＜図表２－11＞企業文化のあるべき姿

� 全体（有効回答数：77）

「企業理念、行動規範や経営層の日頃の発
言等で明確になっている（既に言語化されて
いる）。」の回答割合が、前回アンケート実施
時から更に増え、全体回答の８割以上を占め
てトップを維持している。このことから、企
業理念や行動規範が確立されている企業の割
合が、更に高まっていることがうかがえる。
「その他」の例としては、「近時の環境と自
社の有り様のギャップや他社の不正事例を鑑

みて、今あるカルチャーの真逆を理想形と捉
えた」「明確にはなっていないと思うが、こ
ういう文化を醸成すべきであろうと仮説を立
てて大きく違いが無いかを意識して監査を行
っている」「経営層にインタビューした」等
の回答が得られた。

内部監査部門インタビュー
「経営理念を浸透させるためには、人材採
用・育成が重要であり、入社の段階でその理
念を強く意識させ、理念に共感できる人を採
用している」という事例があった。
この企業では、四半期に１回の部下との評
価面談で、理念達成のための行動、達成のた
めにどのような勉強をしているか等を質問し
て経営理念の浸透度を確認している。

（4）外部の知見の活用
Ｑ11＆37＆52：監査の企画・実施について

外部の知見や支援を活用しましたか？（ま

たは活用しますか。）

＜図表２－12＞外部の知見や支援の活用

� 全体（有効回答数：76）

「自社（団体）で完結した（またはする予
定）。」が、回答割合の６割近くを占めトップ
を維持している。また「その他の外部の知見
や支援を活用した（またはする予定）。」が、
前回実施時の10%から18%と回答に占める割
合が増えており、コンサルティング会社や監
査法人以外の外部の知見や支援を活用する組
織が増えてきていることがうかがえる。
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2024年

企業理念、行動規範や経営層の日頃の発言等で明確になっている
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経営層と内部監査部門で協議のうえ設定（言語化）した。

監査に際して経営層に説明（言語化）してもらった。

その他 9%

15%

10%

67%
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16%
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59%
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自社（団体）で完結した
（またはする予定）。
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（またはする予定）。

コンサルティング会社や監査法人を
活用した（またはする予定）。

その他（具体的に）



56 月刊監査研究　2025. 9（No.622）

研究会報告

「その他の外部の知見や支援を活用した（ま
たはする予定）。」を選択した回答者に対して、
さらにその内容を具体的に確認したところ、
以下のような結果が得られた。
・書籍
・�企業文化や社風に対する監査に係る文献を
Web上で調べ参考にした

・日本内部監査協会等のセミナーを利用した
・外部セミナー等を参考にした
・�外部の公認会計士に監査業務の一部を委託
し必要な助言を得た

・�同業他社のそれぞれの手法について意見交
換をした

・�ＣＩＡフォーラム研究会№ｚ8（当研究会）
の成果物、等

内部監査部門インタビュー
「自社（団体）で完結」している企業の割
合が多いが、その理由について聞いてみたと
ころ、「とりあえずやってみようということで
始めた。」という事例があった。「実施してい
くなかで課題が出てくればガイドラインなど
を勉強してみようと思っている」とのコメン
トを得ており、試行錯誤しながらも自社でカ
ルチャー監査を実施したことがうかがえる。
また「その他の外部の知見や支援を活用」

を選択した企業からは、「自社と同じブロック
エリアの同業組織体で、知り合った企業と情
報交換や意見交換をしている」という事例が
あった。
アンケート実施時に、何かしらのガイドラ

インを活用した会社は７％強に過ぎなかった
ことから、インタビュー時、監査実施に際し
ガイドラインを使用しない（予定を含む）企
業に対しては、「いくつかのカルチャー監査
に関連するガイドラインがあることは認識し
ていたか」と聞いてみたところ、「ガイドライ
ンについては、単に監査実施時に認識してい
なかった。ガイドラインを確認して参考にす
るというところまで考えが及ばなかった」と

の事例があった。全体ボリュームとしては
少ないものの、ガイドラインそのものの認
知が十分になされていない可能性がうかがえ
た。また一方、ガイドライン「Auditing Risk 
Culture（リスクカルチャーの監査）」 （2021
年、ＩＩＡオーストラリア）（3）を参考にして
いる事例もあった。

Ｑ14＆40：カルチャー監査実施に際して、以

下のガイドラインを参考にされましたか？

（当てはまるものすべてを選択してくださ

い。）

ガイドラインの参考状況は以下の結果とな
った（全体（有効回答数：49））。
・�「Guidance on Supervisory Interaction with 
Financial Institutions on Risk Culture （リ
スク文化に関する金融機関と監督当局の相
互作用に関するガイダンス）」（2014年、金
融安定理事会）：８％
・�「Auditing Culture（カルチャーの監査）」
（2019年、ＩＩＡ）：10％
・�「Auditing Conduct Risk（コンダクトリス
クの監査）」（2020年、ＩＩＡ）：６％
・�「Auditing Risk Culture」（2021年、ＩＩＡ
オーストラリア）：10％
・「特に利用していない」：76%
・「その他」：８％
「その他」の回答としては、「ＣＩＡフォー
ラム研究会報告『組織風土から不正の兆候を
診断する～問診票を用いた試み～』（研究会
No.ａ９（不正研究会）、2022年）など複数の
資料を参考にした」「コンダクトリスクに係
る６つの視点を参考にした」等。
特に多くの人に参考にされているガイドラ
インがある訳ではなく、ガイドラインを参考
にしている人は少数派である。この結果より、
ガイドライン自体の認知がまだ低い可能性が
ある。
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（5）監査手法（インタビュー・アンケー
ト）

Ｑ15：企業文化の監査にかけた期間（監査計

画から報告までのおおよその期間）はどれ

くらいですか？

＜図表２－13＞監査期間

金融・保険業における企業文化監査の実
施事例では、規模の大きい組織（従業員数
10,001人以上）と内部監査部門（51人以上）
を持つ企業が多く、比較的長期間（６～12か
月、約１年間）をかけて監査を行う傾向が見
られた。これは、金融業界特有の厳格な規制
やコンプライアンス要件、多くの従業員が現
金の取り扱いに関与する業務であるため、広
範な意見収集と詳細な分析が必要とされるた
めと考えられる。
企業文化の監査にかける人数や期間は一概

に正解があるわけではないが、各企業は自社
のニーズやリソースに応じて最適な方法を選
択していることがうかがわれた。
監査期間は60％以上が半年以内となってい

る。また、通常監査の中に組み入れていると
の回答が13％あり、監査手法の一部として確
立されて既に取り入れられていることが見て
取れた。

Ｑ16：企業文化の監査にかけた人員（実監査

に携わった内部監査部門ののべ人員）はど

れくらいですか？

＜図表２－14＞監査人数

監査人数は５名超10名以内が53％を占めて

おり、多人数で業務を実施していることが示
された。

Ｑ17：企業文化の監査でどのような監査手法

を採用しましたか。当てはまるものすべて

を選択してください。

＜図表２－15＞監査手法

企業文化の監査でどのような監査手法を採
用したかとの質問では、経営層、管理職、従
業員へのインタビューが2021年よりも増加し
た。前回には無かった「従業員意識調査・エ
ンゲージメントサーベイの分析結果」が顕著
に増加していた。前回には無かった「その他」
には、テキストマイニング、効果的なダッシュ
ボードの活用、社外機関による役員層ヒアリ
ング、関連証憑入手と閲覧が挙げられていた。

Ｑ21：カルチャー監査の手法として有効と考

えるもの（実際に使わなかったものでも可）

はありますか？（複数選択可）

＜図表２－16＞有効なカルチャー監査手法
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58 月刊監査研究　2025. 9（No.622）

研究会報告

カルチャー監査の手法として有効と考える
ものでは、「従業員意識調査結果の利用」、「回
答者属性別分析」との回答が双璧をなしてい
た。その後を「自由回答文へテキスト分析」、
「コンプライアンス（不正）意識調査結果の
活用」が追う形となっていた。「その他」には、
構造化インタビュー、ＣＳＡワークショップ、
経営トップから従業員へのトップメッセージ
発信とトップメッセージに基づく従業員の活
動実績記録の閲覧が見られた。
生成ＡＩの急速な発展を受けて、前回アン

ケート時にはなかった「生成ＡＩの活用」が
32％もあった。

Ｑ25：監査結果はどのようなフィードバック

を行いましたか？　当てはまるものすべて

を選択してください。

＜図表２－17＞監査結果のフィードバック手

法

監査結果をどのようにフィードバックしたか
を問う質問では、「その他（具体的に）」が2021
年の０%から大きく増加したが、その内訳は監
査対象組織への監査報告書の該当箇所の連携、
ヒアリング対象とした部門やグループ会社への
通知、社内向け内部監査研修での一部事例の
紹介、課題や問題とならない場合での監査調
書への評価結果のみの記載、アンケート結果
の経営管理者への開示などが挙げられていた。

（6）監査において着目したもの
Ｑ24：企業文化の監査において、どこに着目

されましたか？　当てはまるものすべてを

選択してください。

＜図表２－18＞監査の着目点

企業文化の監査においてどこに着目したか
については、「社内のコミュニケーションの状
況」、「管理職や従業員の業務（業務で定めら
れている規定や基準を含む）に対する意識」
が多数を占めて、前回よりも増加した。「業
務の責任の所在、各部門の説明責任の状況」
が前回よりも大きく増加した。
最多回答が「トップの姿勢、基本理念」か
ら「社内コミュニケーション」に変わり、ま
た、業務に対する意識や「評価・昇進・報酬
制度」、「業務の責任の所在、各部門の説明責
任の状況」など、その他の具体的なテーマに
ついても2019年から大幅に増加しているの
は、監査の目的がカルチャーに対する基本的
な状況・体制の確認から社内の課題や問題意
識に基づいたものへと、よりシャープになっ
てきている証左と言えるのではないか。
なお、企業文化醸成の重要要素として、「ト
ップ」「経営理念・経営方針」「コミュニケー
ション」が、上位に挙げられている（後段〔２〕
2．（11）「企業文化の醸成と内部監査活動」
参照）。浸透させる手段として「コミュニケ
ーション」が必要な要素と挙げられているも
のと思われ、このような点が「社内のコミュ
ニケーションの状況」の増加につながってい
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ることがうかがわれる。

（7）企業文化監査の今後の意向
Ｑ26＆42：企業文化の監査等の実施について

今後の意向を教えてください。

＜図表２－19＞今後の意向

2024年アンケート結果によれば、71％の企
業が「定期的・継続的に実施する予定。」と
回答している。この割合は2021年の77%から
減少しており、企業が監査の実施方法や頻度
を見直している可能性を示唆している。しか
し、多くの企業が依然として企業文化監査を
重要視していることに変わりはない。
企業文化監査の定期的な実施を予定してい

ないと回答した企業では、監査の優先度の低
下、リソース不足、監査の難易度が主な要因
という声がみられた。

（8）企業文化監査の評価
Ｑ27＆43：企業文化の監査等を実施されたご

評価を教えてください。

＜図表２－20＞監査の評価

2024年のアンケート結果によると、43％の
企業が「提言は出来たが、監査の進め方には
課題が残った。」と回答、「提言ができ、監査

の進め方も特に問題は生じなかった。」の割
合31％を上回っていた。
2021年のアンケートでは、後者の割合が
48%と最も多く、やや満足度が高い傾向にあ
った。これにより、監査手法やプロセスは依
然として改善の余地があると考えている企業
が多いことを示している。

Ｑ28＆44：企業文化の監査等を実施されて成

功と感じられたのは、具体的にどのような

方法・質問・サポートが有効だったと感じ

られていますか？

企業文化監査の成功の要因となる監査手法
やアプローチとしては、外部事例を活用した
質問設計や、従業員ヒアリングやアンケート
結果を定量化、経営層との準備段階からの密
接な協議が有効であったという回答があっ
た。
業務遂行上の問題を掘り下げ、その原因や
背景に改善すべき文化があるかどうかを評価
する手法が取られている事例、複数の拠点が
ある企業では、監査部が主体で対象拠点の社
員にアンケートを実施し、定期的に結果を集
計・比較を実施している事例もあった。
またフォローアップとして、監査結果を踏
まえた研修会の開催や、他部門事例の共有と
いった活動が従業員への企業文化の浸透促進
に寄与し、評価されたという声があった。

Ｑ29＆45：どのような点で企業価値向上に役

立ったのでしょうか？

企業文化監査を通じて監査を通じて得られ
た成果として、規程や手続きの見直しの機会
となった事例や、価値基準の明確化につなが
った事例、企業の内向きな文化に警告を与え
た事例があった。また、コンプライアンス意
識の向上や、従業員の価値観浸透に貢献する
など、企業文化監査を通じて経営層の取り組
みが促進されたという声もあった。
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監査の進め方が非常に難しく、提言には至らなかった。
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（9）企業文化監査等の今後の課題
複数の企業で、企業文化の評価基準の整備、

経営層の関心度の向上、組織部門間の連携強
化が課題として挙げられている。
●評価基準の整備
企業文化の浸透状況を客観的に評価する指

標や測定基準の策定が課題であり、明確なＫ
ＰＩや評価基準の策定が必要であるとの声が
多くみられた。また、企業文化の具体的な文
書化と役割分担の明確化も必要とされている。
●経営層の関心度の向上
経営層が監査の意義を理解し、積極的に関

与することが求められている。企業によって
は不祥事などが発生していない状態で、経営
陣の関心が高いと言えない状況において、企
業文化監査の実施を持ち掛けること自体が困
難という声もあった。一方経営陣の関心が高
い企業では、監査の後押しとなっている、と
いう声もあった。
●組織部門間の連携強化
コンプライアンス、人事、経営企画などの

カルチャー構築に携わる内部管理部門間の連
携や情報共有が不十分といった声も見られ
た。また、内部監査部門で、他部門が入手し
たアンケート結果などの資料を活用するケー
スにおいては、他部門の目的に沿って入手し
た資料は、必ずしも監査に必要な客観的かつ
十分な情報にあてはまらない、といった点も
挙げられている。

（10）企業文化監査を実施する企業へのア
ドバイス
提言の実現のためには、インタビュー結果

の活用やデータ分析の高度化が必要であると
いう声が多くみられた。既に一部の企業では、
テキストマイニングを取り入れたり、監査部
内に専門のデータ分析チームを設けているな
ど具体的な取り組みが進められている。
また、エンゲージメントサーベイが普及し、

監査で活用している企業も増えている。企業

文化の浸透には時間がかかるという特性があ
るため、時系列でのエンゲージメントサーベ
イの結果を分析するためのデータ蓄積や、Ａ
Ｉを活用したより高度な分析が課題として挙
げられている。

（11）企業文化の醸成と内部監査活動
企業文化に関して自由記述の設問を設け
た。
内部監査部門の規模や、企業文化について
の内部監査の実績に違いはあるが、様々な回
答が寄せられており、以下にその結果を紹介
する。

Ｑ56：企業文化の監査等を通じて企業文化の

変革に主体的に取り組むのはどこの部門で

あるべきと感じられましたか？

テキストデータマイニングを簡易的に行っ
た結果を以下に示す。
＜図表２－21＞ユーザーローカル テキスト

マイニングツール（https：//textmining.
userlocal.jp/ ）による分析

経営企画部門とする回答が多数（有効回答
数138（167マイナス29）件中、経営企画部門
との回答を含むものが61件）であったことが
図に表れている。
経営企画部門のほかでは、総務部門、人事
部門等の管理部門を挙げる回答があった。特
定の部門を挙げるのではなく、各組織の幹部
層、経営陣とする回答や、すべての部門であ
るとする回答も見られた。また、特命的な取
締役、部門、プロジェクト体制が必要とした
もの、既に、カルチャー変革推進部を組成し
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た例もあった。一方で、内部監査部門を挙げ
る回答も見られたが、「監査は内部監査部門だ
が、…」「内部監査部門ではないと思う」「実
行は第一線」など内部監査部門を執行部門と
役割を画するコメントも多く見られた。
取締役会を挙げるものもあった。「トップ

からのメッセージが必須。そこをつなぎ点から
線、線から面に拡大する仕掛けをつくり継続す
る部門が必要」とのコメント記載もあり、これ
らの回答を集約すると、各部門の意識と旗振
りとなる経営企画部門、その後ろ楯としての
取締役会の姿勢が重要であると考えられる。

Ｑ57：内部監査部として企業文化の変革にど

のように取り組むべき、取り組むことがで

きると感じておられますか？

企業文化、監査、変革に紐づいた回答が多
く、これらの用語を除くと有意な差はなかっ
た。監査を通じて、経営陣へ提言していくこ
とで、企業文化の変革・浸透に取り組むこと
ができるとするのが全体的な傾向と見て取れ
る。
具体的な回答としては、「監査を行うこと

により、経営者と執行部門に洞察を提供、ま
た変革プロセスに助言すること」「難しいで
すが内部監査の中で、あるべき姿とのギャッ
プを意見として示していくしかないと考えま
す。」「他の会社の企業文化の変革の事例、現
場の生の声を経営陣に届け、ディスカッショ
ンを行うことで経営陣の意識改革を促進す
る。」といったものが見られる。また、内部
監査部門内の活動として、「不祥事発生企業な
どでの悪しき企業文化の事例研究」との回答
もあった。
一方で、回答の中には、内部監査部門が独

立した立場ゆえに「ある程度客観的に取り組
むことができる。」としながらも「旗振り役
を内部監査部門がして良いのかという疑問は
持っている。」というコメントも見られた。
実態把握や分析を内部監査部門の取り組み

として挙げる回答が多いが、通常、執行部門
が行っている従業員意識調査について、調査
データを執行部門とは独立して分析し意見表
明につなげている企業もあった。当該企業へ
のインタビューでは、執行部門とは異なる視
点で分析をすることにより客観的な証左とし
て活用できるメリットを挙げられていた。

Ｑ61：前回のアンケート時（2020年11月実

施依頼）以降、企業文化の監査への取り組

みについて貴社ではどのような進展・変化

がありましたか？

前回アンケート後に企業文化に関する監査
や従業員アンケートを実施した会社が18件
（有効回答100件中）あった。企業文化の監査
について、一定程度の取り組みの進展はある
と考えられる。
しかしながら、本アンケートに回答いただ
いた方は、相応に企業文化の監査活動に関心
を示されているとみられることを考慮する
と、この数値は決して高いものとは言えない。
企業文化の変革や監査活動への取り組みに関
心はあるものの、具体的な監査活動や現状の
把握に動いている会社はまだ少数なのかもし
れない。
一方で、企業文化監査を実施した企業への
インタビューでは、「カルチャー監査を経営企
画、コンプライアンス、人事部門を監査対象
とすることで監査対象の聖域がなくなってい
る。毎年実施していることにより、コミュニ
ケーションがよくなった。一緒に執行とやっ
ていこうというスタンスがよいと思う」「経
営層は、親会社とグループ会社の間に壁があ
るということは認識していたように思う。直
接関係しているかは分からないが、この監査
をきっかけにして当社の取締役が各社の取締
役会に積極的に関与していくようになってい
った」など、企業文化監査による副次的な成
果、企業文化への間接的な効果を挙げるコメ
ントも得られた。
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Ｑ58：企業文化を形成する要素で重要だと思

うものを３つ挙げてください。

＜図表２－22＞

「トップ」「経営理念・経営方針」「コミュ
ニケーション」が、キーワードと見て取れる。
企業文化の形成をけん引するのは「トップ」
であり、それを具体化する拠り所となるのが
「経営理念・方針」であって、浸透させる手
段が「コミュニケーション」であるとまとめ
ることができるだろう。
回答記述には、「評価・昇進制度」「適正な

人員配置」「人事異動」といった人事面での
キーワードを挙げるものも見られた。また、
「コミュニケーション」に関しても「フラッ
トな」「双方向の」「心理的安全性」「中間管
理職の姿勢」「上司と部下の関係性」「社員間
の」「従業員の日常会話」「ボトムアップ」と
いった、上から下へだけでない様々な会社の
階層を超えた日々の会話や行動する姿を思い
描かせる回答が見られた。
「ボトムアップの風土」を挙げた回答会社
に行ったヒアリングで回答背景を問うたとこ
ろ、「実際に変わっていくのは、グループ・職
場単位といった各部署の職場でありそれを活
性化するためにボトムアップが必要。仕掛け
は上からなのでトップダウンは必要だがボト
ムアップがないと熱量があがってこない」と
の回答を得られた。
このほかのヒアリングでも、「社長と従業員

の対話を実施しているが、これにより一時的
な一体感は生まれるが、時間とともに薄れる。

効果を発揮させるにはライン職の機能発揮が
重要」とする意見や、「企業理念の浸透にあた
っては、日々の言動だけでなく、経営層の講
話を受けての定期的なディスカッションを小
グループで実施している。単にトップメッセ
ージとして情宣するだけでなく、全社的なコ
ミュニケーョンによる認識の強化が重要」と
する意見が聞かれた。
これらは、企業文化をいかにして形作るか
という点に関して、内部監査部門の視点とし
て参考になる。

Ｑ59：企業文化の醸成に会社として取り組ま

れている活動を挙げてください（内部監査

部門以外の取り組みでも可）。

＜図表２－23＞

「経営」「トップ」「従業員」の言葉が頻出
しており、それを囲むように「理念」「パー
パス」「研修」「行動」「意識調査」「発信」「メ
ッセージ」の言葉が並ぶ結果となっており、
「経営」として「トップ」が「従業員」に向
けて何らかの「企業理念」や「パーパス」の
制定を行い、様々な施策を通じて従業員へ浸
透を図り、エンゲージメントや意識調査を行
っている様子が見て取れる。
具体的な浸透施策としては、理念等の「ホ
ームページへの掲載」「年次教育」「朝礼での
ポリシー唱和」「従業員対話会」「年度始めの
経営トップコミットメント」「様々な場での
自らの言葉での発信」「名刺・プレゼン資料
への挿入記載」「社員証への社是印刷」や、「オ
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ンラインでの全社朝礼」「行動指針活動への
表彰」など、会社それぞれで様々な工夫を凝
らしていることが見て取れた。
また、企業理念浸透からさらに踏み込んだ

活動として、「リスクオーナーシップの醸成」
「店舗経営のある会社での屋外清掃活動への
本部社員巻き込み」「10年後ビジョンの共有」
「ワークエンゲージメント向上（健康経営・
ダイバーシティ）」や、「採用時からの理念共
有」といった施策の回答もあり、興味深い。
理念共有型採用を施策に挙げられた会社に

は、インタビューも行った。同社では、採用
時に理念共有を確認するほか、オンライン全
社朝礼を週次で実施、朝礼に引き続き自動振
り分けされた従業員グループでの理念ディ
スカッションも実施しているとのことであっ
た。また、店舗評価に関しては、好売上だが
理念が低い店舗より、低売上でも理念が高い
店舗を高く評価するなど、会社理念に重きを
置くトップ姿勢が印象的であった。

Ｑ60：これらの企業文化醸成の取り組み（浸

透状況、行動の変化、問題点など）をどの

ような方法で評価されていますか？

＜図表２－24＞

各会社が浸透策に腐心している中で、これ
らの取り組みの評価に関しては、エンゲージ
メントを図るための従業員アンケート、サー
ベイ、インタビューでの確認、組織の年度評
価、統制環境の評価を挙げる回答が見られる。

また、内部監査も高順位でキーワードにあが
っており、内部監査部門の回答者が、何かし
らの評価の役割を果たせる、果たしたいとい
う意識が表れている。
取り組みの評価方法について、定量データ
で確認することを想定することが多いが、「各
取り組み実施前後におけるグループ会社の各
従業員の心理及び行動の有り様とその変容結
果を数値データで把握及び可視化した結果は
未確認であり、定量的な効果測定はできてい
ない。しかし、各取り組みは定期的または適
時な情報発信及び教育で実施しているため、
支援・牽制の結果としてグループ会社の大半
の従業員に対して定性的ではあるが一定の効
果があると判断できる。として、情報発信や
教育の状況を監査することで、間接的に効果
を測ることも有効なのではないか」との意見
があった。

Ｑ62：企業文化の監査について、知りたいこ

とがあれば教えてください。

＜図表２－25＞

監査の他社事例を知りたいとの回答が多く
みられる。
監査の実績別（実施あり、監査中で洞察、
実施予定あり、実施予定なし）で比較すると、
未実施（実施予定あり、実施予定なし）であ
る会社の回答では、具体的な取組事例や手法
についての回答が目立つが、実施ありとする
回答では、「従業員意識調査の回答以外で計
測する手法」「企業文化・風土改革の進捗や



64 月刊監査研究　2025. 9（No.622）

研究会報告

適切性を測るための有益な指標、具体的監査
手法・視点」「内部監査をきっかけとして企
業文化改革が動き出した事例」「企業文化改
善の成功事例」といった企業文化の監査に関
する周辺情報やよりどころに関する踏み込ん
だ情報を求める回答が見られた。また、監査
結果の洞察において考慮しているとする回答
では、「アシュアランスの提供は難しい。そう
した中で、どのような提言が具体的に行うこ
とができるのか」「品質・検査不正が長年放
置されてしまう背景と企業文化の関係につい
て、内部監査の視点で有効な対応策事例」「企
業文化の監査を経営層は理解してくれるの
か？」「監査報告により企業がより良い方向
に行ったベストプラクティスがあれば紹介い
ただきたい。」といった、分析手法やベスト
プラクティスなど、監査実施の手段や結果の
活用に関する回答が多く、監査成果の活かし
方に悩む姿が回答に表れているのが特徴的で
ある。

＜図表２－26＞

テーマ監査を実施した企業からは、注目す
べきポイントを決め、監査対象を絞り込むこ
と（例：不祥事件の根本原因の究明、行動規
範の浸透状況、リスクオーナーシップの浸透
状況）が重要である。そうすれば他のテーマ
監査と同様に実施することができる。また、
評価基準を明確に定めることが求められる
が、実施中に基準を見直す柔軟さも必要との
コメントがあった。

なお、前述の通り（Ｑ14＆40結果）、2014
年以降、ＩＩＡ等が発行しているカルチャー
監査実施に関してのガイドラインについての
認知度はそれほど高くはない。本稿の読者に
置かれては、ぜひこれらを参考にされること
をお勧めする。
・�「Guidance on Supervisory Interaction with 
Financial Institutions on Risk Culture （リ
スク文化に関する金融機関と監督当局の相
互作用に関するガイダンス）」（2014年、金
融安定理事会）
・�「Auditing Culture（カルチャーの監査）」
（2019年、ＩＩＡ）
・�「Auditing Conduct Risk（コンダクトリス
クの監査）」（2020年、ＩＩＡ）
・�「Auditing Risk Culture」 （2021年、ＩＩＡ
オーストラリア）

〔３〕まとめ

１．企業文化を監査する意義
我々は企業文化とは、「組織の役員・社員
の間で築かれ共有されている共通の思考・判
断、行動様式である。すべての組織には意識
的、無意識的に築かれたかにかかわらず、そ
れぞれの文化が存在する。企業文化は組織の
役員・社員の認識の方法、思考パターン、価
値観に影響を与える。そのため、健全な企業
文化は組織の成果に大きな影響を与える強み
となり得る」と考えている。また、企業文化
の監査の目的は、企業の目的を妨げる可能性
のある文化的な問題を特定し、対処を促すこ
とにより、企業価値を高め、利害関係者にプ
ラスの影響を与えることである。ここで、企
業文化を監査する意義は大きく２つあると考
えられる。１つは、不正防止の観点からのリ
スク・カルチャー（守りの要素）の監査であ
り、もう１つは、企業価値向上の源泉として
のカルチャー（攻めの要素）監査（注４）で
ある（最近では、監査の対象がリスク・カル
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チャー（守り）からコーポレート・カルチャ
ー（攻め）に変わってきている企業もある）。
いずれにしても客観的な立場から監査を行
い、経営者が経営上重要な課題に対して今後
の対策を検討する重要な材料を提供すること
に、企業文化を監査する意義があると考える。

２．内部監査部門で行われている工
夫

〔１〕の統合報告書のテキスト分析におい
て、業界によってばらつきがあるものの、経
営陣は企業文化の醸成、サステナビリティへ
の取り組みについて、５年前と比較して多様
かつ多くの言葉で開示していることが分かっ
た。背景として、有価証券報告書等における
人的資本やサステナビリティ情報の開示が義
務付けられたことなどがあると考えられる。
このような状況の中、〔２〕のアンケート等

において、内部監査部門においても何らかの
形で企業文化に対する監査を実施している企
業が増えてきている（当研究会のアンケート
結果において、2021年の約22%から2024年に
は約30%に増加した）。企業文化に対する監
査を実施したきっかけを見ると、経営陣に言
われて導入するのではなく、日々の監査活動
の中から企業文化に起因する問題点を見つけ
出し、従来の監査手続を工夫することにより
企業文化の洞察に至ろうとする内部監査部門
が増えている様子がうかがわれた。こうした
企業文化に関する洞察は内部監査部門が組織
に価値を付加するとともに、同部門の組織内
でのプレゼンスの向上に資するものと思慮さ
れる。
一方で、〔２〕２．（9）（企業文化監査等の

今後の課題）で記載した通り、企業文化に対
する監査の実施に際して内部監査部門が抱え
ている課題として、主に①評価基準の整備、
②経営層の関心度の向上、③部門間の連携の
強化の３点が確認された。これらの課題につ
いて、既にテーマ監査・洞察監査を実施して

いる企業に対し、インタビューなどで確認し
たところ、様々な工夫を行っているので参考
まで紹介する。
①　評価基準の整備

既に監査を実施した企業においては、前述
の企業文化・風土監査に関するガイドライン
を参考にしているところがある。2022年４月
発行のＩＩＡオーストラリアによるカルチャ
ー監査のアプローチなどは具体的である。ガ
イドラインの参照は監査視点の検討にあたり
有益であると考えられる。
また、監査前に指標ありきではなく、「効果
的なコミュニケーションとなっているか」「行
動変容につながっているか」等の視点を設定
し、効果測定にあたっては、従業員へのイン
タビューとともに、各社で実施している意識
調査、エンゲージメントサーベイなどを利用
しているケースがある。データでとったもの
はグラフ化・可視化しているほか、フリーコ
メントの場合はテキストマイニングを活用し
て傾向を分析している企業もあった。また、
毎回、同じ項目を入れることで定量化し、推
移などを参考としているケースもあった。内
部監査部門で完結するのではなく、執行サイ
ドで明確にクライテリア、重要業績評価指標
（ＫＰＩ）が設定でき、そのバックテストま
で行っている状況を作り出すことが必要との
声もあった。なお、そのためには経営層の理
解も極めて重要である。
②　経営層の関心度の向上

経営層に理解いただくためには、対話・コ
ミュニケーションが重要である。監査手法を
見ても、経営層の関心を探るためのインタビ
ューが一定レベルで実施されていた。なお、
経営層とのより一層のコミュニケーションを
図ることなどにより、アンケート等による定
量的エビデンスの入手と分析がしやすくなる
面もある。
③　部門間の連携の強化

エンゲージメントサーベイは人事部等が毎
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年実施しているケースもあり、内部監査部門
による企業文化に対する監査においても、こ
れらを活用しているケースがある。これによ
り、内部監査部門でも類似のアンケートを実
施するのに比べて、回答者の負担の軽減が図
られていた。また、フォーカスグループによ
るディスカッションを内部監査部門がファシ
リテートしているケースでは、それ自体が企
業文化の浸透に寄与していると考えられてい
るケースもあった。

〔４〕当研究会においてこれまで
検討してきたこと（企業文化
に対する監査の更なる高度化
に向けた提言）

当研究会では、具体的な事例を追うだけで
はなく、組織の中で企業文化が浸透するプロ
セスの仕組み、理論と関連付けて、抽象度を
上げて整理することが必要だと考えている。
監査にあたっての工夫は〔３〕２．の通りで
あるが、客観性のある監査時の視点等を立案
するためには、ガイドラインや理論による裏
付けが望ましいと考え、当研究会で議論して
いる理論を参考まで紹介させていただく。必
ずしも企業文化醸成のプロセスとして提唱さ
れているものではないが、〔３〕２．で紹介し
た、企業文化に対する監査における各企業の
工夫事例に一部通じるものもあると思われる
ことから、以下のコンセプトを紹介させてい
ただくものである。
野中郁次郎らによって生み出された「Ｓ

ＥＣＩスパイラル」というコンセプトがあ
る。知識実践がどのように促進され、維持
され、拡大されるかを概念化したもので
ある。ＳＥＣＩはSocialization（共同化）、
Externalization（表出化）、Combination（連
結化）、Internalization（内面化）の頭文字で
あり、それぞれ以下の通り説明されている（4）。
共�同化：個人同士が直接的な相互作用により

暗黙知を共有する。直接的な相互作用を通
じて、組織の各メンバーが環境についての
暗黙知を獲得する。この局面で、個人は知
的にだけではなく、身体的、感情的にも、
互いに理解を深め合う。その結果、互いの
考えを共有し合うことになる。
表�出化：個人がチームレベルで、共同化によ
って積み重ねられた暗黙知を弁証法的に統
合する。この統合により、暗黙知のエッセ
ンスが概念化され、暗黙知が言葉やイメー
ジやモデルを用いた修辞やメタファー（隠
喩）という形で形式知に変換される。
連�結化：形式知が組織の内外から集められ、
組み合わされ、整理され、計算されること
で、複合的で体系的な形式知が組織レベル
で築かれる。
内�面化：連結化によって増幅した形式知が実
行に移される。個人が組織や環境の文脈の
中で行動を起こす。行動学習と同じように、
実際に行動することで、最も関連のある実
用的な暗黙知が豊かになるとともに、その
個人の血肉となる。
スパイラルといわれるように、このプロセ
スは組織の中で絶え間なく繰り返され、個人
から組織、組織間へとスパイラルアップして
いく。
当研究会では、この過程を企業文化が醸成
されるプロセスの説明にも適用できる可能性
について議論している。例えば、上記のプロ
セスを以下の通り企業文化の醸成プロセスの
文脈で説明することができる。これは、企業
文化に対する監査を行う際の視点検討にあた
り、有益な材料となることを願って紹介する
ものである。
企�業文化における共同化：従業員が企業（組
織）活動を通じて、暗黙知としての価値観
を共有する。その企業で好まれる言動や、
慎むべきことが、個人の善悪の判断、好き
嫌いの感情とも整合していく。例えば、異
なる意見を積極的に発言することが奨励さ
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れるのか、逆に上意下達が好まれるといっ
た感情が組織内で共有される。

企�業文化における表出化：企業のそれまでの
歴史、ブランドイメージ、短長期の視点、
様々なステークホルダー（顧客、従業員、
社会、株主、規制当局など）の期待など統
合され、形式知として言語化される。例え
ば、企業の大切にしている価値観が「バリ
ュー」として社内外に発表される。

企�業文化における連結化：上記で掲げた「バ
リュー」を実現するために、行動規範、社
内規定、人事評価制度などが体系的に整理
される。ここでは、これらの内容が整合し
ていることが求められる。例えば、人事評
価の基準が「バリュー」の実現とも整合し
ている必要がある。

企�業文化における内面化：企業の役職員は、
日々の業務を通じて自身の中に価値観を形
成していく。例えば、社内での評価、顧客
からの感謝の声、研修での学びなどを通じ
て、仕事をする上での喜びや大切にすべき
ことについてのイメージを蓄積していく。
それらが企業（組織）内で共有され、共同
化に戻って以下同様のプロセスが繰り返さ
れる。
上記により企業文化の醸成プロセスが説明

できた場合、次にこれらのプロセスをどのよ
うに評価するべきかという疑問がくる。ＩＩ
Ａオーストラリアのガイドライン「Auditing 
Risk Culture」では企業文化の監査ツールと
して次の手続きが挙げられている。

Ａ．�Risk outcome analysis（結果分析）
Ｂ．�Business context analysis（ビジネス
文脈分析）

Ｃ．�Key risk indicators（主要リスク指標）
Ｄ．�Behavioural observation（行動観察）
Ｅ．�Staff surveys by internal audit（内部
監査部門による従業員サーベイ）

Ｆ．�Interviews（インタビュー）

Ｇ．�Focus groups（フォーカスグループ）
Ｈ．�Analysis of text（テキストの分析）
Ｉ．�Formal mechanism analysis（公的なメ
カニズムの分析）

企業文化に対する監査を行っても現状を認
識するだけに終始してしまい、企業文化その
ものの変容に結びつかいないと悩まれている
内部監査部門においては、内部監査が醸成さ
れるプロセスを理解して、具体的な改善策を
提言するヒントになるかも知れない。上記ガ
イドラインを参考にすると、以下のような評
価方法が考えられる。
共�同化の評価：従業員サーベイ、インタビュ
ー、フォーカスグループ等を通じて、従業
員に共有された価値観の浸透度合いを評価
する。また、必要に応じてアンケート結果
のテキスト分析を行う。
表�出化の評価：経営陣の言動等の行動観察、
ビジネス文脈分析からの理解を通じて、目
指すべき企業文化を明らかにし、それらが
企業（組織）内に十分に発信・伝達されて
いることを評価する。また、共同化の評価
とも合わせて、目指すべき企業文化と実際
に観察された企業文化とが整合しているこ
とを評価する。
連�結化の評価：目指すべき企業文化が言語化
されたとしても、それが「絵に描いた餅」
になってはいけない。行動規範、社内規則、
人事評価制度等の企業文化を醸成する公的
なメカニズム（仕組み）が、目指すべき企
業文化の浸透を促進させるように、一貫し
た内容となっていることを評価する。
内�面化の評価：仕組みが作られているだけで
はなく、それらが十分な頻度で適切に運用
されていることを評価する。また、その結
果として、実際に起こったこと（例えば、
お客様の声、不適切行為、従業員のエンゲ
ージメント度合い、離職など）の結果分析
を行い、その後も主要リスク指標としてモ
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ニタリングされていることを評価する。
項番３－２で紹介した監査にあたっての各

企業の工夫例を見ても、従業員意識調査等、
執行サイドにおける明確なクライテリア、Ｋ
ＰＩの設定などは、上記のような対応となっ
ている点が見受けられる。

〔５〕当研究会の今後の活動 

引き続き、企業文化に対する監査を軸に、
内部監査の高度化に資する議論を深めていき
たい。そのためには、次の３つを意識するこ
とが重要だと考えている。
１つ目は部分と全体である。企業文化は企

業価値創造ストーリーの一環として位置付け
られるものであり、単独で存在するものでは
ない。そのため、ガバナンス、ビジネスモデ
ル、戦略等についても理解を深める必要があ
る。例えば、ガバナンスと企業文化の関係に
おいても、日本と英国では考え方が異なるこ
とが指摘されている。「英国コーポレートガ
バナンス・コード改訂と日本への示唆」（上
田、2018）（5）によると、「日本においては、
伝統や企業風土に裏打ちされた企業経営の精
神であり、コーポレート・ガバナンスが機能
する基盤や土壌として企業文化が存在すると
の認識が強い。これに対して、英国では、強
力なコーポレート・ガバナンスが強固な企業
文化を支えると認識される」ことが指摘され
ている。
これは順番の問題とも考えられる。しっか

りとしたコーポレート・ガバナンスが先にあ
って、だからこそ健全な企業文化が生まれる
ということである。悪い情報が優先的に報告
（Bad news first）される企業文化が先にある
のではなく、悪い情報を聞き出そうとする質
問や、声を上げても損をしないという安心感
を与える経営者の言動、これらの情報を適切
にモニタリングできる体制が先に用意されて
いる必要がある。そのような仕組みが不足し

た状況で、従業員の正義感に頼って、悪い情
報を速やかに報告することを期待することが
難しいことは、これまでの企業不祥事の事例
からも明らかなのではないか。
２つ目は手段と目的である。企業文化に対
する監査は企業価値向上が目的である。長期
的に見れば、投資家、従業員、顧客、地域社
会等のすべてのステークホルダーの利害は一
致するはずである。望ましい企業文化が従業
員の生産性や創造力を高め優れた商品・サー
ビスを提供する、それに対して顧客が進んで
対価を支払う（Willing to pay）、それにより
企業は利益（儲け）を増やし、税金を支払う
ことで地域社会も潤う、立派な人間が尊敬さ
れるのと同様に善い企業は尊敬され、そこで
働く従業員はますますやる気を出す。このよ
うな好循環を生み出すことで、持続的に企業
価値が高まる。そのため、当研究会において
も、企業価値、別の表現をすればステークホ
ルダーからの評価の観点からの議論を深めた
い。
３つ目は具体と抽象である。企業文化及び
その監査に関する具体的な事例研究と、それ
らから導き出される抽象度を高めた理論を検
討し、それらを行ったり来たりする中で、企
業文化の監査に対する理解を深めることが重
要だと考えている。そのため、当研究会にお
いては、国内外の内部監査の取り組み事例と
いった具体的な事柄と、ＩＩＡのガイドライ
ン、経営理論といった題材に同時に取り組む
こととしている。
日本では顧客、従業員、世間（地域社会）、
株主のいずれからも高く評価されている会社
を「善い会社」と呼ぶことがあるが、自社を
「善い会社」にするために内部監査にできる
ことを幅広く議論していくことが、当研究会
に期待されている役割だと考えている。

（注１）テキスト分析は、業界分類「化学・製薬業」

「製造業」「商社」「金融業」「通信業」につい



69月刊監査研究　2025. 9（No.622）

研究会報告

て行った。「その他」については対象外として

いる。

（注２）本アンケートは2024年６月に実施したた

め、2024年は分析の対象外とした。

（注３）複数選択のため合計は100％とならない。

（注４）リスク起点ではない、目指すべき企業カ

ルチャー（例えば、「挑戦」「積極性」「スピード」

など）の定着、浸透度など検証するための監

査のことを指す。
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